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（目的） 

第１条 本規程は、一般社団法人日本ろうあ者卓球協会（以下「当協会」という）の事業に参画

するもの及び当協会に登録する強化指定選手、強化スタッフ等の倫理に関する基本となる

べき事項を定めることにより、事業を公正かつ適正に運営し、よって定款第２条に掲げる

目的の達成と社会的信用の維持・向上を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 本規程は、以下に定める者に適用する。 

（１） 当協会の理事及び監事（以下「役員等」という） 

（２） 当協会の事務局員（以下「職員」という） 

（３） 当協会に登録する強化指定選手（以下「選手」という） 

（４） 当協会に登録する強化スタッフ（以下「スタッフ」という） 

（５） その他、当協会主催の事業に参加する者 

 

（役員及び職員の基本責務） 

第３条  役員及び職員は、定款第２条に規定する目的を達成するため、当協会の定款及び諸規則

に基づき、職務を公正かつ誠実に履行しなければならない。 

 

（役員及び職員の遵守事項） 

第４条 法令及び当協会の定める規則を遵守しなければならない。 

２  役員及び職員は、暴力、ハラスメントおよびドーピング等薬物乱用などの行為を行っ

てはならない。 

３ 役員及び職員は、個人の名誉を重んじ、プライバシーに配慮しなければならない。 

４  役員及び職員は、日常の行動について公私の別を明らかにし、職務やその地位を利用して

自己・特定団体の利益を図ることや斡旋・強要をしてはならない。 

５  役員及び職員は、補助金、助成金等の経理処理に関し、公益法人会計基準に基づく適正

な処理を行い、決して他の目的への流用や不正行為を行ってはならない。 

６ 役員及び職員は、反社会的勢力とは一切の関係をもってはならない。 

７ 役員及び職員は、自らの社会的な立場を認識して、常に自らを律し、当協会の信頼を確保

するよう責任ある行動を取らなければならない。 

８ 役員及び職員は、人種、性別、信条、思想、宗教、身体上のハンディキャップ、学歴等を

理由とした差別は行わないものとし、人権を尊重し、平等に対応する。また、それぞれの

立場を利用したハラスメントを行ってはならない。 

 

（選手、スタッフ等の遵守事項） 

第５条  選手、スタッフ等は、暴力、ハラスメントおよびドーピング等薬物乱用はもとより、本

規程並びに当協会の倫理に関する指針に定める該当事項を遵守しなければならない。 

２ 選手、スタッフ等は、反社会的勢力とは一切の関係をもってはならない。 

 

（倫理委員会） 

第６条  本規程の実効性を確保するため、当協会に倫理委員会（以下、「委員会」という） を

設置する。 

２ 委員会の構成は次のとおりとする。 

（１） 倫理委員長（以下、「委員長」という）は、代表理事とする。 
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（２） 倫理委員（以下、「委員」という）は、必要に応じて当協会の理事及び弁護士、

会計士等の外部学識経験者の中から理事会が指名する。 

３  委員長及び委員の任期は、委嘱日より開始し、当協会の理事の任期と同じく終了する。

ただし再任を妨げない。 

４ 委員会は委員長が招集、委員長が議長となり、議事は委員の合意により決定する。 

５ 委員会は、次の事項を所掌する。 

（１） 当協会及び役員及び職員の綱紀粛正の維持・推進に関すること 

（２） 法令違反及び倫理規程及び倫理に関する指針に違反する処分に関すること 

６ 委員会は非公開とする。 

７  委員は、委員会が代表理事に答申する答申書面以外に入手した当該事案に関する事実を秘

密として保持し、他に漏らしてはならない。 

 

（違反行為への対応） 

第７条  本規程の第２条に規定するものが本規程に反する行為を行った恐れがあると認められ

る場合は、事務局は調査を行い、本規程に違反する行為を行ったと認められる場合は、 代

表理事に報告を行う。 

２  違反行為に対して当協会としての処分が必要と判断された場合、代表理事は、理事会の

決議を経て倫理委員会に対して事実調査に基づく処分審査を諮ることができる。 

３  代表理事は、倫理委員会の意見を聴取した上で、別に定める処分手続に関する規程に基づ

く必要な処分を決定することができる。 

 

（改廃） 

第８条 本規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附 則 

１ 本規程の運営に関し必要な事項は、別に定める規程や細則による。 

２ 本規程は、平成２８年５月２３日より施行する。 

３ この規程は、令和４年１１月３０日より改正施行する。 

 


